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本日の委員会に付した案件 

  議案第 ７号 平成３０年度長与町国民健康保険特別会計補正予算（第３号） 

  議案第１３号 平成３１年度長与町国民健康保険特別会計予算 

  議案第 ８号 平成３０年度長与町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号） 

  議案第１４号 平成３１年度長与町後期高齢者医療特別会計予算 

  議案第１５号 平成３１年度長与町介護保険特別会計予算 

 

開  会   ９時３０分 

閉  会  １４時００分 

 



○委員長（西岡克之委員） 

皆様おはようございます。定足数に達しておりますので、本日の産業厚生常任委員会

を開会いたします。それでは、議案第７号平成３０年度長与町国民健康保険特別会計補

正予算（第３号）の件を議題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

志田健康保険課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

皆さんおはようございます。それでは平成３０年度長与町国民健康保険特別会計補正

予算（第３号）につきまして説明を申し上げます。予算書の１ページをお開きください。

今回の補正は、歳入歳出それぞれ７,１８７万４,０００円を増額しまして、補正後の予

算の総額を歳入歳出それぞれ４１億８５９万８,０００円とするものでございます。そ

れでは詳細につきまして補正予算に関する説明書により説明いたします。まず歳入です

が６、７ページをお開きください。３款県支出金１項県補助金１目保険給付費棟交付金

は、保険給付費に対して県から交付されるものですが、歳出の２款保険給付費が増額し

ておりますので、７,１８７万４,０００円を増額計上いたしております。 

次に歳出につきまして説明いたします。１０、１１ページをお開きください。２款保

険給付費１項療養諸費１目一般被保険者療養給付費につきましては、支出見込額により

５,４８７万４,０００円を増額計上。２項高額療養費１目一般被保険者高額療養費につ

きましては、支出見込額により１,７００万円を増額計上いたしております。 

以上が今回の補正の内容でございます。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○委員長（西岡克之委員） 

それではこれから質疑を行います。質疑のある方は挙手をしてお願いいたします。 

吉岡委員。 

○委員（吉岡清彦委員） 

今、歳出の方の１０、１１、結構大きな数字が５,４００万とか出ておりますけども、

見込みの増額がですね。なんか前年と比べてどういう形での見込みが増えたのか、ちょ

っとそこの内容をお願いします。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤崎課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

なぜ増額になったかということなんですけれども、３０年度については詳細な分析っ

ていうのはまだ行っておりませんけれども、県全体的に１人当たり保険給付費額ってい

うのが、大幅に去年と比べて増えているという状況です。それと、やはり年齢構成が関

係しているのかなと思いまして、７０歳以上の方が増えていくとやはり保険者の負担と

いうのも増えていきますので、年齢構成が７０歳以上の割合が徐々に増えていっている

っていうのも１つの原因じゃないかなと思っております。 

○委員長（西岡克之委員） 



安部委員。 

○委員（安部都委員） 

２款２項の１目１９節の高額療養費ですけど１,７００万。これにつきましては、昨

年度から高額療養費の算定基準の方がいろいろと変わったと思うんですけども、その辺

り見込額というのは今回はどのような形でなってるんでしょうか。 

暫時休憩いたします。 

（暫時休憩） 

○委員長（西岡克之委員） 

休憩を閉じ委員会を再開いたします。 

藤崎課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

高額療養費ですけれども、先程一般の療養給付費と同じような状況でやはり全体的に

３０年度については増えているっていうような現状になっております。先程言われた算

定方式が変わったと言われたのは、自己負担額が増額の方向にいっておりますので、保

険者の負担としては減る方向に行くはずだったんですけれども、やはり全体的に給付費

が増えているという状況で今回増額ということになっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

 ほかに。なければ質疑をこれで終わりたいと思います。これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

まず、反対討論はありませんか。 

次に、賛成討論はありませんか。 

討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから議案第７号平成３０年度長与町国民健康保険特別会計補正予算（第３号）の

件の採決をいたします。 

本案は原案のとおり可決すべきものと決することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。よって本案は原案のとおり可決すべきものと決しました。 

以上。しばらく休憩します。 

（暫時休憩） 

○委員長（西岡克之委員） 

休憩を閉じ委員会を再開いたします。 

議案第１３号平成３１年度長与町国民健康保険特別会計予算の件を議題といたします。 

本案について提案理由の説明を求めます。 

志田課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

それでは、議案第１３号平成３１年度長与町国民健康保険特別会計予算につきまして



説明いたします。本会議における町長の提案理由と重複する部分もありますが、再度説

明をさせていただきます。平成３１年度の当初予算は被保険者数を一般８,０７６人、

退職者を１０人と見込んでおり、前年度と比較すると一般１８４人減少、退職３２人減

少、合計２１６人減少と見込んでおります。世帯数も４,８４９世帯で、前年度より１

１９世帯の減少を見込んだ予算編成を行っております。 

それでは、予算書の１ページをお開きください。予算の総額を歳入歳出それぞれ４０

億６,６０９万５,０００円としております。この予算額は前年度より７,３２０万３,０

００円、１.８％増加しております。 

それでは長与町国民健康保険特別会計予算に関する説明書により説明いたします。ま

ず歳入でございますが、説明書の６、７ページをお開きください。１款国民健康保険税

８億２,７９７万８,０００円は、一般被保険者国保税８億２,６５０万７,０００円、退

職被保険者国保税１４７万１,０００円の合計額となっております。平成３０年度の税

率を用い収納率９４％で算定しております。昨年度より２,３９３万円減額しておりま

すが被保険者数の減少が要因となっております。２款使用料及び手数料は５,０００件

分の督促手数料を計上しております。３款県支出金１項県補助金１目保険給付費等交付

金３０億１,０９２万５,０００円は、１節普通交付金２８億９,８３５万２,０００円、

２節特別交付金１億１,２５７万３,０００円の合計額となっております。普通交付税は、

療養給付費及び療養費等の支払いに要した費用に対して県から交付されるものです。ま

た、保険者努力者支援分は、国が示した項目について市町が取り組んだ結果に対して交

付されるものです。８、９ページをお開きください。４款財産収入１項財産運用収入は、

存目計上でございます。５款繰入金２億２,５４２万９,０００円は一般会計からの繰入

金で、前年度より９７４万７,０００円減少しております。主な要因といたしまして、

保険基盤安定繰入金の減額によるものです。６款繰越金は存目計上でございます。７款

諸収入につきましては、昨年度と同額を計上しております。 

次に、歳出について説明いたします。１４、１５ページをお開きください。１款総務

費１項総務管理費１,８８４万７,０００円は前年度比６０万２,０００円、３.３％増加

しております。主な要因といたしまして、第三者行為損害賠償事務委託料の増加と消費

税増額の影響で需要費等が増加しております。１６、１７ページをお開きください。同

じく２項徴税費１目賦課徴収費１,４８４万８,０００円は前年度比１９万１,０００円、

１.３％増加しております。平成３１年１０月から予定されています消費税増額分を含

めて計上しております。同じく３項、４項につきましては、昨年度とほぼ同額を計上し

ております。１８、１９ページをお開きください。２款保険給付費１項療養諸費２５億

６,８８４万円は前年度比７,７９４万７,０００円、３.１％増加で、平成２８、２９年

度及び３０年１１月までの実績と被保険者数の減少、診療報酬改定等を加味して算出し

ております。２項高額療養費３億２,９５１万は前年度比２,０６０万円、６.７％の増

加となっておりますが、療養給付費と同様の方法で算出しております。３項移送費は存



目計上でございます。４項出産育児諸費１,８９１万は、前年度同額で５４人分を計上

しております。２０、２１ページをお開きください。同じく５項葬祭諸費１２０万円は、

前年度同額で６０人分を計上しております。３款国民健康保険事業費納付金は、県が市

町に支払う保険給付費等交付金の財源として納付するもので、県から示された金額を計

上しております。１項医療給付費分７億６,３７３万１,０００円、２項後期高齢者支援

金分１億９,３３３万６,０００円、３項介護納付金分７,６１３万９,０００円の合計額

１０億３,３１９万６,０００円を計上しております。次に２２、２３ページをお開きく

ださい。４款保健事業費１項保健事業費１,９２１万３,０００円は前年度比６４万９,

０００円、３.５％増加しております。主な要因は、看護師、管理栄養士の訪問指導の

充実を図るために月４０時間訪問時間を増加しております。また、委託料につきまして

も人間ドック等の委託単価を上げております。そのほか健康ポイント事業につきまして

は、全参加者１,５００名のうち６００人分を国保特別会計で予算を計上しております。

うち８割の方がインセンティブを獲得すると見込み、参加者褒賞費を２４０万円計上し

ております。２４、２５ページをお開きください。２項１目特定健康診査等事業費４,

５８０万３,０００円は前年度比４１２万円、９.９％増加しております。主な要因とし

て１節報酬２１６万円を新たに計上しております。特定保健指導等の充実を図るために

新たに保健事業指導員を雇用するためのものです。７節賃金８節報償費は時間給の単価

が上がりましたので、併せて５７万９,０００円増額しております。１２節役務費は特

定健康診査未受診者への受診勧奨を１回から２回にしますので郵送料を５５万２,００

０円増額しております。１４節使用料及び賃借料は４０万２,０００円です。これは保

健指導用タブレット借上料と初期設定費になります。タブレットを使用することで、よ

り分かりやすい保健指導が可能となります。５款基金積立金につきましては存目項目で

す。６款公債費は前年度と同額を計上しております。２６、２７ページをお開きくださ

い。７款諸支出金１項償還金及び還付加算金１目一般被保険者保険税還付金２目退職被

保険者等保険税還付金は、前年度と同額を計上しております。同じく３目償還金は、過

年度療養給付費の支払いがなくなりましたので４,３００万円減額しております。同じ

く４目一般被保険者還付加算金、５目退職被保険者還付加算金は前年度と同額を計上し

ております。２項延滞金は存目項目です。８款予備費は１,０００万円を計上しており

ます。続きまして２８、２９ページをお開きください。給与費明細書につきまして、ま

ず報酬ですが、徴収嘱託員３名分の報酬が５５３万５,０００円。収納推進専門員１名

分が２８８万円。長与町国民健康保険運営協議会委員６名分の報酬が１２万８,０００

円。重症化予防指導員報酬が１名分の報酬が２１６万円。保険事業指導員報酬が２１６

万円。合計１２名、１,２８６万３,０００円となっております。前年度と比較して１名、

２１６万円の増となっております。これは保健事業指導員１名増によるものです。共済

費１２１万５,０００円は、収納推進専門員、重症化予防指導員、保健事業指導員の社

会保険料を計上しております。 



続きまして、長与町国民健康保険特別会計予算に係る主要な施策に関する説明書につ

いて説明いたします。１ページ及び２ページは、歳入歳出予算の状況として構成比及び

前年との増減率を記載しております。次に４ページをお開きください。２款１項療養諸

費ですが、療養給付費算定のための被保険者数を一般８,０７６名、退職１０名と見込

んで算定し計上しております。４款保険事業費１項２目疾病予防費ですが、被保険者の

健康維持増進、疾病予防、疾病の早期発見を行う事業として記載の事業を実施してまい

ります。事業実施につきましては、保健担当者ばかりでなく、健康増進係や介護保険課、

福祉課及びこども政策課等と関係団体との協力を得ながら実施してまいります。２目特

定健康診査等事業費ですが、４０歳から７４歳までを対象とし、健康診査受診者を３,

９００人、保健指導受診者を２８６名と予定し計上しております。次に６ページをお開

きください。特別職、非常勤職員の一覧を、７ページには補助金・負担金一覧を、８ペ

ージには基金の状況を掲載しております。 

以上で説明を終わります。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○委員長（西岡克之委員） 

中山部長。 

○健康保険部長（中山庄治君） 

大変申しわけございません。議案ではなくて資料の事項別明細書の２８ページ、給与

費明細書の部分で、本年度、前年度とあります前年度の方の計、これが１２ではなくて、

１１が正しい数でございます。訂正方よろしくお願い申し上げます。 

○委員長（西岡克之委員） 

ほかに説明漏れはないですね。 

ただいま提案理由の説明がありましたので、これから質疑を行います。 

質疑におきましては、まず歳入からいきたいと思います。 

吉岡委員。 

○委員（吉岡清彦委員） 

６、７ページの１番下の方の２節の特別交付金で保険者努力支援分として１,４９０

万上がってますけども、これのどういう形で努力してお金が入って来るのか。中身がど

ういう形で、こういう制度があるのか、ちょっと再度よろしくお願いします。 

○委員長（西岡克之委員） 

松田係長。 

○係長（松田祐貴君） 

保険者努力支援制度についてですけれども、これは平成３０年度から正式に始まった

国の補助なんですけれども、各市町村等が取り組んだ内容に応じて点数がつきまして、

国の予算を全体で分け合うような仕組みになっております。どういった内容が項目とし

て入っているかといいますと、特定健診の受診率とか、特定保健指導の実施率とかメタ

ボリックシンドロームの該当者の減少率とか、後発医薬品の利用率とか、そういった算



定項目がありまして、ここで高い数値等を出した場合に得点を高く得ることができて、

たくさん金額が交付されるという仕組みになっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

吉岡委員。 

○委員（吉岡清彦委員） 

じゃあ長与においてそういうのが、最高に努力が認められて、もし金額が入るとする

ならば、どれぐらいの金額が算定できるのか。最高にそういうのが基準に合致して幾ら

ぐらいが入ってくるのか、そういうのがちょっと分かりますか。 

○委員長（西岡克之委員） 

しばらく休憩します。 

（暫時休憩） 

○委員長（西岡克之委員） 

休憩を閉じ委員会を再開いたします。 

松田係長。 

○係長（松田祐貴君） 

平成３０年度の結果について申し上げますと、長与町が得点した点数というのが、満

点が８５０点中の４７１点を獲得しています。交付された金額が１,４１７万となって

おりますので、もし仮に満点を取ることができれば２,５００万とかそれぐらいの金額

が得られるものと考えられます。 

○委員長（西岡克之委員） 

饗庭委員。 

○委員（饗庭敦子委員） 

私もその同じとこをお尋ねしたかったんですが、今言われたように前回が１,４１７

万で、今回上げてるのが１,４９０万６,０００円かと思うんですけれども、もっとこう

満額を目指すとかというところが考えられないのか。点数が出せてどんどんどんどんし

ていくと、それに見合うものが入ってくるということだろうと思うので、もうちょっと

予算を上げてはどうかと思いますが、いかがでしょうか。 

○委員長（西岡克之委員） 

松田係長。 

○係長（松田祐貴君） 

この翌年度予算の予算額として計上されているものについてですけれども、既に前年

度の取組で交付の見込みが決定しております。平成３０年度の交付額については、平成

２９年度の取組等が算定対象になっておりまして、平成３１年度に交付される予定額と

いうのは平成３０年度の取組等である程度決まっておりますので、来年度については、

およそもうこの金額で交付されると考えられます。 

○委員長（西岡克之委員） 



饗庭委員。 

○委員（饗庭敦子委員） 

では少し上がったので少し努力があったということかと思います。もう１点、歳入の

１款１項１目のところで減額をされてるんですけど、被保険者数が減少したためという

御説明だったんですが、この被保険者数が減少した理由みたいなのを教えてください。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

これは高齢化に伴って後期の医療の方に移られたっていうことと、あとは社会保険の

方に移られた方も多いと思います。以上です。 

○委員長（西岡克之委員） 

饗庭委員。 

○委員（饗庭敦子委員） 

その中で社会保険に移られた方の人数が分かれば教えてください。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

すいません、そこまでは把握しておりません。 

○委員長（西岡克之委員） 

ほかに質疑のある方。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

私も１款１項１目の１目、２目も関わるかもしれませんけども、先程補正のときに年

齢構成が高くなったと被保険者の、その割合が、この３１年度はどういう年齢構成、被

保険者の年齢構成がどうなってるのかをまず教えていただきたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

しばらく休憩します。 

（暫時休憩） 

○委員長（西岡克之委員） 

休憩を閉じ、委員会を再開いたします。 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

一般被保険者数が合計８,０７６名という話を課長の方からしてるんですけれども、

その内訳ですけれども、まず未就学児が推計で２０４名、就学後の６９歳以下が５,７

８６名、７０歳以上の一般の所得の方が１,９３６名、７０歳以上の現役並みの所得の

方が１５０名、合計で８,０７６名ということになっております。退職については１０



名ですので、ちょっとその内訳までは把握しておりません。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

今の数字でちょっと比較ができないもんで、例えば７０歳以上の方が増えてるという

のが年齢構成が上がってるというふうな話だと思うんで、その数字だけでも教えていた

だければと思うんですけど。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

３０年度の平均の推計なんですけれども、７０歳以上の一般が１,８２６名、７０歳

以上の現役並みの所得の方が１３７名ということになっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

確かに増えてはいる状況ですね。そうすると未就学だとか、６９歳以下の方々のやっ

ぱり加入者数が減ったということが、今回の割合的には高齢者が増えてるというふうな

形で見てよろしいんでしょうかね。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

その見方で大丈夫です。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

では改めて、以前から国民健康保険の加入者っていうのは所得が低い方が多いってい

うふうなことがずっと説明されてきたと思いますんで、今度は所得層の割合が出てれば

数字を教えていただければと思いますけども。そこが分からなければ例えば軽減策、２

割、５割、７割の軽減世帯数でもいいんで、そこを教えていただければと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

松田係長。 

○係長（松田祐貴君） 

今ちょっと所得に関する情報を持ち合わせてないんですけれども、軽減世帯の割合に

ついては、平成３０年度で５２.４％の世帯が軽減対象になっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 



○委員（河野龍二委員） 

そうすると４,８４９世帯のうち半分は軽減世帯の対象になってるということで理解

しました。今度は次の質問ですけども、先程触れられた保険者努力支援分ですね。様々

な項目があって、その努力の結果により特別交付税、交付金が増えると。交付税、交付

金として収入になっていくということですけども、この中には以前もちょっと指摘した

と思うんですけども、保険税の未納率を少なくするというのも項目の中に入ってますよ

ね。そこを確認したいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

収納率という形で項目の中に入っております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

ある意味では、こういう部分は収納率、確かに収納を上げていくっていうのは大事だ

と思うんですけども、他市町と競わせるっていうふうな状況にならないかと。いわゆる

先程言われた一定努力をすれば国から特別に交付金を渡しますよと、その収納率が高け

れば高いほど交付金が高くなるという意味では、お互いの自治体を収納率で競わせてし

まってるというところはありませんでしょうか。そこはいかがでしょうか。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

先程申しましたとおり同じパイを分けていきますので、そこで点数というのが出ます。

ある程度やっぱり競わせるっていう原理は働いていくかとは思っております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

それではそこの特別交付金の特定健診等負担金がこれ前年度予算より少し減額になっ

てますよね、これの要因は何でしょうか。分かれば教えていただきたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

去年の予算上１,６６３万６,０００円で、３１年度予算では１．３５４万７,０００

円ということで上げております。平成３０年度については、目標が６０％ということで

すので、６０％受診したとみなして予算を計上しておりましたけれども、３１年度につ

きましては、実際の受診率に近い形で計上をしておりますので、減額をしております。 



○委員長（西岡克之委員） 

ほかにありませんか。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

８、９ページの一般会計繰入金で一般会計繰入金の保険基盤安定繰入金。先程ちょっ

とお尋ねしたいわゆる２割、５割、７割の軽減分ですね。これも前年度予算からすると

少し下がってると、約７００万近く減になっていると。これはいわゆる軽減世帯が減っ

たという形で減になってるものなのか、この減の理由も教えていただければと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

保険基盤安定繰入金ですけれども、被保険者数が全体で減っておりますので、こちら

の繰入金についても、それに合わせて減額ということになっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

それでは今から歳出の方の質疑に移りたいと思います。 

質疑のある方は挙手をしてどうぞ。 

饗庭委員。 

○委員（饗庭敦子委員） 

２２、２３ページのところで、健康ポイント事業のお話があったかと思うんですけれ

ども、インセンティブを８割と見込んで計上しているというお話だったかと思うんです

が、現在インセンティブで何割住民の皆さんにあげているのかが分かれば教えていただ

きたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

今現在１４３万８,６００円を褒賞費として支出をしてます。パーセントとしては予

算に対して３６％支出をしてる状況です。以上です。 

○委員長（西岡克之委員） 

饗庭委員。 

○委員（饗庭敦子委員） 

次年度は一応８割を見込んで上げてるということで、なるべく還元をしたいというこ

とで理解してよろしいんでしょうか。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

そのとおりです。 



○委員長（西岡克之委員） 

安藤委員。 

○委員（安藤克彦委員） 

この事業については積極的に町も打ち出してますし、参加者もだいぶ増えてきている

ようで次年度も拡充の方向のようなんですけども、ちょっとそもそも論で最初当初説明

で、この参加者褒賞費は、国保対象者分というふうなニュアンスのことをおっしゃった

んですけども、再度その点について確認したいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

この褒賞費の成り立ちが国保から出てる分、一般会計から出てる分で２つの会計から

出ております。先程私が申しましたのは、国保、一般合計の額で申し上げました。 

以上です。 

○委員長（西岡克之委員） 

しばらく休憩します。 

（暫時休憩） 

○委員長（西岡克之委員） 

休憩を閉じ、委員会を再開いたします。 

志田課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

予算につきましては国保だけになります。以上です。 

○委員長（西岡克之委員） 

安藤委員。 

○委員（安藤克彦委員） 

もう一度確認ですけども、と言うことは、国保の方の分は国保会計から出すと、一般

の方の分は一般会計から出すという認識でいいんですか。確認を再度したいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

しばらく休憩します。 

（暫時休憩） 

○委員長（西岡克之委員） 

休憩を閉じ委員会再開いたします。 

松田係長。 

○係長（松田祐貴君） 

ポイントの予算については、来年度の見込みの人数が１,５００人で、そのうち国保

の被保険者の見込みが６００人ということで、約４０％の方が国保に加入しているとい

う見込みで予算は計上しています。この事業費については、国保以外の方も含んだ全町



民を対象にしている事業ですので、本来であれば全て一般会計から支出すべき費用かと

いうことになるんですけれども、国保会計から支出した分については全額県の補助対象

になります。県の交付の方針として、国保の方と国保以外の方の比率で按分した金額と

いうのが補助対象の要綱になっておりますので、その県の基準に従って、国保の比率の

方の分だけを国保会計で計上して全額県からもらうという仕組みになっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

安藤委員。 

○委員（安藤克彦委員） 

国保の方の分は県からの補助対象になる。逆を言えば、一般の方の分は補助対象では

ないとそう捉えていいんですか。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

一般の方は国保の対象ではない。ただし地方創生とか、後期高齢の補助をいただいて

おります。 

○委員長（西岡克之委員） 

安藤委員。 

○委員（安藤克彦委員） 

分かりました。よく分かりました。では、今度その下の１９節のはり、きゅう補助金

なんですけれども、過去の平成３０年度までの事業は把握してるんですけれども、３１

年度事業について概略を説明していただけませんでしょうか。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

３１年度も３０年度と同じように一般の人が１人１回５枚、５枚つづりを１セット、

国保の方は１０枚つづりを１セットというふうにしております。 

○委員長（西岡克之委員） 

安藤委員。 

○委員（安藤克彦委員） 

で、今度は財源ですよね。一般の方っていうのはいわゆる社会保険の方等も該当なわ

けですたいね。先程の健康ポイントのインセンティブとかが、そうじゃないかなと思っ

てちょっと質問したんですが、国保の方の分は国保会計から出てる、財源がです。一般

の方の分は一般会計から出てる。国保の財源というのは基本国保税ですたいね。国保の

人たちは自分が出した、基本いろんなお金が入ってきてるでしょうけど、自分が出した

お金から補助を受けているという形ですよね。一般会計の方の分っていうのは枚数は少

ないにしろ、いわゆる全体の国保の分も含めた全体の財源から出てると。この公平性で



すよね。若干おかしいんじゃないかなと。だから本来は国保会計の方の分も一般会計で

全額負担すべきだと思いますが、そこのところ担当所管としての考え方をお尋ねします。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

その点につきましては監査委員の方からも御指摘があっております。今年３１年度を

掛けて一般の方のはり、きゅうの部分をどうするか、答えを出したいと思っております。 

以上です。 

○委員長（西岡克之委員） 

部長。 

○健康保険部長（中山庄治君） 

いろいろな方面から御指摘をこの件についてはいただいております。やっぱり税の公

平性、国保税も一般の税もあります。そこら辺を考慮して内部でもこれはけんけんがく

がくいろいろ議論をいたしました。それで３１年度はこのような状態になったんですけ

ど、３２年度に向けて税の公平性をどのように担保していくか。それと受益者負担金等

もありますので、そこら辺を考慮して十分議論を重ねて３２年度の予算ではどのような

姿になるか分かりませんが、税の公平性を担保にした予算になろうかと思っております。 

以上です。 

○委員長（西岡克之委員） 

安部委員。 

○委員（安部都委員） 

２１ページで国民健康保険事業の納付金ということで、前回、県の７億６,２８８万

９,０００円のところなんですが、県の医療費の全体が増加のためというところで御説

明があったと思うんですが、今後県の方も財政的に被保険者が増えて圧迫してるという

ところでありますけれども、今後国保の対象者の被保険者のその負担が上がる見込みが

あるのかどうか、その辺りはいかがでしょうか。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

県全体の１人当たりの医療費というのが上がってきてます。それに伴って納付金も３

０年度と比べると、だいぶ上がってきてます。この納付金につきましても激変緩和って

いうのが入ってまして、激変緩和の財源が入ってここまで抑えられているという状況で

すので、今後恐らく増えていくんじゃないかという予想はしております。 

○委員長（西岡克之委員） 

安藤委員。 

○委員（安藤克彦委員） 



今質問があったんですけれども激変緩和入ってる。で、この納付金というのが前年度

が算定基準になるんですかね。どこが算定基準になるのかっていう確認をしたい。前年

度はまだ決算が出とらん段階で出てくるので前々年度かなと思うんですけれども、どの

医療費が各市町のいわゆる算定基準になるのかっていうのを確認したいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

松田係長。 

○係長（松田祐貴君） 

納付金の算定については、その市町の医療費の１人当たり平均の医療費水準が影響す

るんですけれども、算定に用いているのは平成２８年度から平成３０年度の前半という

か、序盤までの医療費を基に計算されています。 

○委員長（西岡克之委員） 

  河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

少し関連しますけれども、そもそも今の保険給付費が当然出てきますよね、各市町の

保険給付費の全体の割合に対して、それぞれ各自治体の納付金というのが出てくるんじ

ゃないんですかね。だから当然３１年度の納付金、療養給付費が今回予算として、最終

的には確定が出てくると思うんですけども、予算として上げられていると。それに対し

ての納付金ではないんですか。納付金というのはそうですよね。全体医療費これだけ掛

かりますよと。各長崎市や時津が長与が医療費が給付費でこれだけ掛かりますよと。そ

れを全体集めて、じゃあ長与町についてはこれだけの納付金になりますよっていうふう

な形の計算ではないんですかね。前年度の医療費に対しての納付金という形なんですか、

前年度をトータルして試算を出してっていうふうな形になるんですか。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

先程松田が説明したのが３１年度の給付費を推計するための方法ということで、２８

年度から３０年度の前半までの医療費を基に３１年度の医療費を推計をします。その推

計に対して各市町に振り分けられるということになっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

ですから、考え方としては３１年度の保険給付費がありますよと。だから３１年度の

保険給付費も当然２８年から３０年度の前半までをいろいろ試算してみて、３１年度の

療養給付費はこれぐらいになりますよという予算を立てるわけですたいね。その予算に

対してのいわゆる納付金、先程言われた納付金も平成２８年度から３０年度前半、まあ

結果は一緒ですたいね。３１年度全般のトータルを見てみて納付金が確定するというふ



うな形で言われたんで。だから結果は一緒ですかね。３１年度の予算に対して、保険給

付費の予算に対しての納付金ですよという考え方でいいんですよね。私はちょっと捉え

方が、前年度の医療費が、安藤委員の質問がちょっと僕が捉え方がおかしかったみたい

です。３０年度に掛かった医療費に対しての納付金っていうふうな形で質問されたのか

なというふうにちょっと思ったんで。それではないんじゃないかなというふうにちょっ

と感じたんでですよ。ちょっともし間違ってたら申しわけないんですけども、そういう

ふうに感じたんですね。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

３１年度の給付費に対する納付金でございます。 

○委員長（西岡克之委員） 

ほかに歳出に対しての質疑は。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

それで療養給付費なんですけども、先程もちょっと１人当たりの医療費が増加してき

てるというふうな話でした。３１年度県が示してるのかよく分からないんですけども、

予測される１人当たりの医療費がどれくらいなのか。本町の１人当たりの医療費をどれ

くらいと見てるのか。その数字があればちょっと教えていただきたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

しばらく休憩します。 

（暫時休憩） 

○委員長（西岡克之委員） 

休憩を閉じ委員会を再開いたします。 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

先程の県全体の医療費ということなんですけれども、医療費という資料がちょっと今

ありませんので、県全体の保険給付費の総額ですけれども、３１年度の県全体の保険料

の総額が約１,２３８億円となっております。それを１人当たりに直しますと県全体で

３８万１,３６０円、長与町につきましては３４万４,２２８円となっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

長与町の一般療養給付費も増えてますんで、当然１人当たりの医療費も増えているん

でしょうけど、そこまで聞いて何かちょっとしつこいようですけども、割合的にどんな

ですか。県が１人当たりの医療費の増える割合と長与町の１人当たりの医療費の増える



割合。何を聞きたいかと言うと、長与町は努力をして増やさないようにという努力をし

てる。長与町に限らず他の市町でも努力してるにもかかわらず県全体の医療費が上がる

もんだから当然負担も増えてくるという仕組みになって、今のところまだなってないの

かもしれませんけど、今後なり得る危険性もあるんじゃないかなというふうに思うんで

すよね。その辺が数字的に分かればと思ったんですけども、今出ますでしょうか。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

先程１人当たりの額を申し上げましたけれども、こちらにつきましては２８年度と比

較すると１０.１％、県全体では伸びております。単年度の換算で行くと３.３％、長与

町につきましては、２８年度と比較すると１０.６％、単年度でいきますと３.４％とい

うことで、県全体の伸びとほぼ変わらないということになります。ただし長与町につき

ましては、県全体が３８万円ぐらいだったんですけれども、長与町は３４万ということ

で、県全体とするとだいぶ低い方に位置しているということになっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

安藤委員。 

○委員（安藤克彦委員） 

２４、２５ページの６款１項の公債費の件ですけれども、この公債費はどういった目

的で使用される予定で、ここで計上されているのかというのをお伺いいたします。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

こちらの公債費につきましてはキャッシュですね、現金が足りなくなったときに一時

借り入れをしておりますけれども、その分の利子ということになります。 

○委員長（西岡克之委員） 

安藤委員。 

○委員（安藤克彦委員） 

新制度に移行して現金が足りなくなるということは実際もうないのかなと、もし給付

費が足りなくなった場合は県から借りる制度がありますよね。後年度の納付金でそれを

補填するという制度があるので、現金を町が独自に借りることが実際あるのか。そこを

お伺いします。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

給付金全体としましては、足りないということはないんですけれども、仕組みとして

県からある程度の交付金を毎月いただいております。それ以上に仮に支払いが毎月出て



きた場合については、一時的に足りないということは考えられますので、そのために会

計の方で一時借り入れをするということは、可能性はあるかなと思っております。 

○委員長（西岡克之委員） 

吉岡委員。 

○委員（吉岡清彦委員） 

２４、２５の上段の１目特定健康診査の１節報酬の２１６万。新しい分という説明が

あったですけど、今までこういう指導をしてたのが、こういう人たちに移行するのか。

あるいは全然新しい何か事業ができてこれが出てきたのか、ちょっとそこのところ詳し

くお願いします。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

この特定保健指導が始まりましてもう１０年近くなります。今までも保健師、管理栄

養士によって特定保健指導を実施してまいりました。ただし、ここ１、２年保健指導の

率がちょっと落ちておりまして、やっぱりここのてこ入れということで、１か月単位で

きっちり雇い上げをした方が、いろいろ保健指導をする際の計画とか、効率性とかを考

えた際、うまくいくんではないかということで、今回計上をさせてもらってます。 

○委員長（西岡克之委員） 

安部委員。 

○委員（安部都委員） 

２５ページですけども、１４節電算機器借上料４０万２,０００円なんですが、この

タブレット借上料ということなんですが、健康指導でどういった形で活用をされていく

のか。何台購入されるのか教えてください。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

タブレットは４台分を計上しております。使い方としては、保健指導の専用のアプリ

があるんですけども、そのアプリをダウンロードして例えば家庭訪問とかやりますので、

その訪問先でタブレットを見せながら分かりやすくするために今回計上をしております。 

○委員長（西岡克之委員） 

安部委員。 

○委員（安部都委員） 

家庭訪問したときにということは、今までは紙媒体でずっと書いて記録をしてたけど、

今回はタブレットにアプリを導入して、簡単にそういった作業ができるということでよ

ろしいんですね。 

○委員長（西岡克之委員） 



課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

そうですね。今までは紙媒体で配っておりましたし、持っていく保健師、管理栄養士

も何冊も持って行っておりました。その中から探すっていうのも大変だったというのも

ありますし、アプリで見た方がよりリアリティもありますので、そういうところを考え

ております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

関連して２５ページの保健事業指導員ですが、これは何らかの資格を持ってる方を採

用される予定ですか。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

特定保健指導の部分は法律の中で医師、保健師、管理栄養士というふうに３職に決ま

っておりますので、この免許を有している方を採用しようと考えております。 

○委員長（西岡克之委員） 

歳出についてほかになければ歳入歳出一緒に質疑をいたします。歳入歳出一緒につい

て質疑のある方、挙手をお願いいたします。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

県に移行されて２年目の予算になるんですけども、１つは数日前の新聞報道に長崎県

の広域の国保のことが報道されてて、県下１４市町については保険税の増加が見込まれ

るというふうな報道がされてたというふうに思うんです。その中には長与町も入ってた

んですけども、今回はこれまでの財源の中で対応していただけるような状況ですが、１

年経ってそういう方向性が出たという意味では、先程もちょっと出てたかもしれません

けども、加入者負担増の予測が非常に心配されるなというふうに思うんですけども、そ

の辺は全体の県の会議があると思うんですよね、担当者会議みたいなのが。どういう形

で出てるのか、その辺が参考までに聞ければなというふうに思いますし、もう１つは以

前から言われてた保険税の統一化ですたいね。全国均一化と言いますか、各市町同じに

やるという形の方向性もそれなりに進んでるものなのかですね、そこら辺の説明が少し

あればお願いしたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

松田係長。 

○係長（松田祐貴君） 

被保険者の負担についてですけれども、先程も説明いたしましたとおり、１人当たり



の医療費が年間３％から４％ずつ長崎県内でも増えてきておりますので、今後も恐らく

医療費は増加されると思われます。今は制度移行の時期ということで県の激変緩和財源

が入っておりますので、それで一定抑えられているんですけれども、今後は恐らくそれ

が減っていくと考えられますので、恐らく１人当たりの負担も将来的には上がっていく

ものと予想しております。それと保険料の統一についてですけれども、県と県内の市町

で連携会議というのを開催して、その中で保険料の統一についても議論を行っている途

中です。その保険料の統一についても様々な課題がありまして、平成３０年度から統一

っていうことにはならなかったんですけれども、現在も特定健診を県全体で実施できな

いかとか、保険料の徴収の仕組み等を統一できないかとか、いろんな事務の統一につい

て現行も市町でやり方が違う部分があって、なかなか簡単にはいかない状況です。保険

料を統一する場合は皆同じ条件で国保事業ができないといけないということになります

ので、今後も統一に向けた協議を行っていくんですけれども、その激変緩和の時期って

いうのが、基本的には平成３６年までで国の財源が終わるというのも決まっております

ので、それまでに一定の方向性を決めて長崎県としてどうするのかっていう辺りを、そ

の辺りの時期までには決定することになろうかと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

ほかに質疑ありませんか。 

これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

まず、反対討論ありませんか。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

議案第１３号平成３１年度長与町国民健康保険特別会計予算について反対の立場から

討論いたします。先程の質疑と答弁の中でも明らかなように３０年に県に統一化されて、

加入者負担の増える危険性が非常にあるということが理解できました。本町におきまし

ては、新聞報道でされた保険税を引き上げなければならないのではないかと言われてた

１４市町の中で、今回は据え置きという形で一定担当部署の努力に敬意を表したいとい

うふうに思いますけども、今回据え置きという形になりましたけども、今後は負担増が

増える予測があるということで、この予算に対して賛成という形ではなかなか言えない

という状況が１つあります。２つ目にはやはりこの加入者の負担の限界に来てると私は

思います。国民健康保険税はですね。先程も質疑の中でありましたように、全体の半分

以上の方が何らかの軽減措置を受けているという状況であるにも関わらず、保険税は所

得の約１２～１３％になってくるということで、非常に重い負担となっているというふ

うに思います。ある町民の方から国保税に対する御意見をいただきました。その方は退

職したのち、国保に入ると月７万から８万の保険税の支払いになったということで、非

常に退職したのちの少ない収入の中からそれだけの負担をせざるを得ないというふうな



形の、今後の将来についての心配を言われておりました。そういう実態があるという状

況の中で、やはり予算案に賛成という形ではできないというふうに思います。３つ目は、

先程言いましたように低所得者が多いこの国保税の中で、今後も負担の増加が予測され

るということはやはり看過できないと。これについては全国の知事会も一定国の負担を

求める意見を上げてる状況です。確かに町単独ではなかなか解決しづらい部分もあると

いうふうに思いますけども、私は町がそれをどうやって解決するかというところの取り

組む姿勢も必要ではないかというふうに思います。ですが、現在のところこの予算では

そういう対応が見られないという内容から、反対の討論といたします。以上です。 

○委員長（西岡克之委員） 

次に、賛成討論はありませんか。 

次に、反対討論はありませんか。 

次に、賛成討論はりませんか。 

討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから議案第１３号平成３１年度長与町国民健康保険特別会計予算の件の採決をい

たします。この採決は起立によって行います。 

本案は原案のとおり可決すべきものと決することに賛成の方は起立を願います。 

（起立多数） 

起立多数。よって本案は原案のとおり可決すべきものと決しました。 

以上。しばらく休憩します。 

（暫時休憩） 

○委員長（西岡克之委員） 

それでは休憩を閉じ、委員会を再開いたします。 

議案第８号平成３０年度長与町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）の件を議

題といたします。本案について提案理由の説明を求めます。 

志田課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

それでは平成３０年度長与町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）につきまし

て説明を申し上げます。予算書の１ページをお開きください。今回の補正は歳入歳出そ

れぞれ８１万４,０００円を増額しまして、補正後の予算の総額を歳入歳出それぞれ４

億９,８０６万７,０００円とするものでございます。それでは詳細につきまして補正予

算に関する説明書により説明いたします。まず歳入ですが６、７ページをお開きくださ

い。１款１項後期高齢者医療保険料は、調定見込み額により１目特別徴収保険料を２３

５万１,０００円の増額計上。２目普通徴収保険料を１４２万８,０００円の減額計上い

たしております。３款繰入金１項一般会計繰入金１目事務費繰入金は、システム改修に

係る補助金分で６８万１,０００円の増額計上いたしております。２目保険基盤安定繰

入金は、金額が確定いたしましたので７９万円減額計上いたしております。 



次に歳出につきまして説明いたします。１０、１１ページをお開きください。１款総

務費１項総務管理費１目一般管理費は、後期高齢者システムの改修が必要となりました

ので６８万１,０００円を増額計上いたしております。２目１項１目後期高齢者医療広

域連合納付金につきましては、保険料の調定見込み額及び保険基盤安定繰入金の額の確

定により１３万３,０００円を増額計上いたしております。 

以上が今回の補正の内容でございます。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○委員長（西岡克之委員） 

今、説明がありました。ただいまより質疑をいたしたいと思います。歳入歳出双方に

わたって質疑をしていいので、質疑のある方は挙手をお願いいたします。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

それでは６、７ページのところで伺います。この普通徴収保険料の減額がされてるの

はどういう理由なのかですね。それと歳出にも関わりますけども、繰入金の一般会計繰

入金、後期高齢者システムの改修ということでありますが、こういう費用というのはい

わゆる町財源から出すものなのか、それとも町の一般会計の中にこのシステム改修の費

用が国庫補助なりから来た形で出ていくものなのか。この繰入金６８万１,０００円と

いうのがどういう財源になるものなのか、教えていただきたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

普通徴収の減額の要因ですけれども、当初予算上は普通徴収と特別徴収の割合という

ものがその時点で分かりませんので、ある程度過去の調定を元にそれぞれ振り分けをし

ているんですけれども、今回につきましては、今回の補正で現在の調定である程度特別

徴収、普通徴収の割合が決まってきましたので、それに合わせて特別徴収を増額して普

通徴収を減額ということにしております。あとシステム改修の補助金の関係ですけれど

も、一般会計で国からの補助金を受け入れをしておりまして、ここの歳入の一般会計の

繰入金の中にその補助金分が含まれているということになっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

後段の質問は理解しました。最初の特別徴収と普通徴収の一定この３０年の見込みっ

ていうか、確定の割合を教えていただければと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

まだ３０年度が終わっておりませんので、今の段階ですけれども金額ベースでいきま



すと特別徴収が６３％、普通徴収が３７％となっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

安部委員。 

○委員（安部都委員） 

１１ページの後期高齢システム改修の分なんですが、その改修の内訳、内容がもし分

かれば教えてください。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤崎隆行君） 

こちらのシステム改修につきましては、元被扶養者っていうのが後期高齢者の制度の

中にあるんですけれども、元被扶養者というものが７５歳になる前日までに、前日に被

用者保険の被扶養者であった人、こちらになります。被用者保険の被扶養者の方ってい

うのは、保険料の負担がありませんので、後期高齢者にその方が移行することによって、

保険料の負担というのが出てきます。その方につきましては、制度開始から軽減ってい

うものがあったんですけれども、その軽減措置というのがもう無くなっております。そ

れに伴いまして、今回の改修では通知書の中に元被扶養者の軽減分に係る部分とそれを

係らない部分ですね。そういう通知書を内訳を記載しなさいというふうに決まっており

ますので、通知書関係のレイアウトが変わっております。それと後期高齢のシステムか

らうちの自町システムに連携するところのファイルのレイアウト等も変わっております

ので、その辺の改修になっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

ほかに質疑はありませんか。 

質疑がないようですので、質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

まず、反対討論はありませんか。 

次に、賛成討論はありませんか。 

討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから議案第８号平成３０年度長与町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）

の件の採決をいたします。 

本案は原案のとおり、可決すべきものと決することに御異議ありませんか。 

（「異議なし」の声あり） 

異議なしと認めます。よって本案は原案のとおり可決すべきものと決しました。 

以上。しばらく休憩します。 

（暫時休憩） 

○委員長（西岡克之委員） 

休憩を閉じ、委員会を再開いたします。 



議案第１４号平成３１年度長与町後期高齢者医療特別会計予算の件を議題といたしま

す。本案について提案理由の説明を求めます。 

志田課長。 

○健康保険課長（志田純子君） 

議案第１４号平成３１年度長与町後期高齢者医療特別会計予算につきまして御説明い

たします。後期高齢者医療特別会計の予算額は、歳入歳出それぞれ５億１,５７８万６,

０００円となっております。前年度と比較して２,０１４万６,０００円、４.１％増加

しております。それでは説明書により説明させていただきます。まず、歳入予算でござ

います。６、７ページをお開きください。１款後期高齢者医療保険料１項後期高齢者医

療保険料４億１,６６２万３,０００円は、１目特別徴収保険料及び２目普通徴収保険料

の合計額で前年度比２,０４４万９,０００円、５.２％増加しております。２款使用料

及び手数料１項手数料は督促手数料でございます。３款繰入金１項一般会計繰入金１目

事務費繰入金２,１７３万円は、広域連合共通経費負担金及び事務費等一般管理費を一

般会計より繰り入れるものでございます。２目保険基盤安定繰入金７,６５８万７,００

０円は低所得者保険料軽減に係る公費負担分でございます。４款繰越金、５款諸収入１

項延滞金加算金及び過料は、存目計上でございます。８、９ページをお開きください。

５款諸収入２項償還金及び還付加算金１目保険料還付金８１万円は、過年度分の保険料

還付金を計上しております。次の３項町預金利子、４項雑入１目滞納処分費及び２目雑

入は存目計上でございます。以上、収入でございます。 

続きまして、歳出につきまして説明いたします。１２、１３ページをお開きください。

１款総務費１項総務管理費でございます。１目一般管理費につきましては後期高齢者医

療事務を行う事務経費でございます。パート１名の雇用、各通知、封筒作成及び被保険

者証通知等の郵便料並びに後期高齢電算システム改修委託料、電算機器借上料等でござ

います。２項徴収費は、保険料徴収に係る徴収嘱託員報酬のほか、納付書等の印刷及び

発送、郵便料並びに口座振替手数料、コンビニ収納手数料等を計上しております。１４、

１５ページをお開きください。２款後期高齢者医療広域連合納付金５億８７５万５,０

００円は、前年度比２，００５万２,０００円、４.１％増加しております。主な要因と

いたしまして被保険者数の増加があります。３款諸支出金１項償還金及び還付加算金８

１万円でございます。これは過年度分の保険料還付金でございます。同じく２項繰出金

は存目計上でございます。４款予備費は１００万円を計上しております。 

以上が平成３１年度長与町後期高齢者医療特別会計歳入歳出予算でございます。 

１６、１７ページをお開きください。給与費明細書につきまして、嘱託職員１名分の

報酬１５万円記載しております。 

主要な施策に関する説明書について説明いたします。１ページ、歳入歳出予算の現状

として構成比及び前年との増減率を記載しております。２、３ページをお開きください。

主要な施策として、後期高齢者医療広域連合納付金について記載しておりますので御参



照ください。以上で説明を終わります。御審議のほどよろしくお願い申し上げます。 

○委員長（西岡克之委員） 

説明が終わりましたので、これから質疑を行います。 

ここもボリュームが少ないんで、歳入歳出一緒に審議をしますので、質疑のある方は

挙手をして教えてください。 

安部委員。 

○委員（安部都委員） 

１３ページです。後期高齢者の保険料徴収のコンビニ収納というのは、どのくらいを

見込まれてるんでしょうか。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

コンビニ収納手数料につきましては、１,５００件を計上しております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

それでは、歳入の保険料のところでお伺いします。３１年度の対象数を教えていただ

きたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

被保険者数を５,０３９名と見込んでおります。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

それぞれ後期高齢者も軽減の条件がありますけども、その軽減に値する人たちがどれ

くらいなのか分かれば。前回、それぞれ７割、５割、２割でお伺いしてるんですけども、

被保険者の５割も含めてですね。その数字が分かれば教えていただきたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

広域の試算ですけれども、保険基盤安定負担金の７割軽減が１,７８９名、５割軽減

が４３２名、２割軽減が５３１名、被扶養者の５割軽減が１５名ということで、合計で

２,７６７名となっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 



○委員（河野龍二委員） 

今年度この軽減策で、９割軽減、８.５割軽減が１０月で終わるというふうな形で方

向が決まってるみたいですけども、これによって影響を受ける方々がどれくらいいらっ

しゃるのか、分かれば教えていただきたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

影響の人数ですけれども、現９割軽減の方が１,１０８名、８.５割の方が６８１名と

なっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

確認ですけども、現在９割、８.５割の方々が今後は１０月以降は７割負担になると

いうふうな形で考えてよろしいんですよね。そこも確認させていただきたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

１０月以降は７割軽減ということになっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

そういう状況だということですね。それでちょっと別の質問ですけども、先程補正の

ときにも出ましたけど、特別徴収と普通徴収、そもそも後期高齢者医療が始まったとき

は、本来ならば全てが特別徴収ということで年金天引きというふうな話で進められてた

んですけども、様々な意見が出て普通徴収も採用されたという経緯があると思うんです。

改めてですけども、普通徴収の要件、年金額が月幾らだとかっていうふうな話があった

と思うんですけども、そこを改めて説明していただければなというふうに思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

特別徴収になる要件ですけれども、介護保険料と後期高齢者医療保険料の合計額が介

護保険料が天引きされてる年金の２分の１を超えない方、こちらが特別徴収の対象者と

いうことになりますので、それ以外の方は普通徴収ということになっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 



そうすると先程の軽減措置を何らか受けてる方々が大体２,７６７人という形であり

ますけども、この方々はどう見ればいいんですかね。大体７割軽減を受けてる方でも特

別徴収の方もいらっしゃるというふうな状況なんですか。そういう場合もあるというふ

うに見ていいんですかね。軽減措置を受けてるっていうのは一定所得が低いという形だ

と思うんですけども、例えば保険料の総額からして、これまでの特別徴収と普通徴収の

割合からすると大体６３から６２で、普通徴収が３７％ぐらいと。それを対象者数でち

ょっと出してみると１,８００人ぐらいになるんですよね、普通徴収の割合というのは。

でも７割軽減受けてる方が１,７８９人ですから、７割軽減を受けてる方でも特別徴収

の対象になるというのもあるんですか。ちょっとそこもお願いしたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

藤﨑課長補佐。 

○課長補佐（藤﨑隆行君） 

７割軽減を受けられるている方というのが、７割軽減を受けられて納める税というの

も小さくなっておりますので、税額が小さいということは、この２分の１の判定ってい

うのをクリアする方も大勢いらっしゃいますので、当然７割軽減の方も特別徴収になっ

てる方はいらっしゃるということですね。 

○委員長（西岡克之委員） 

ほかないですか。ないですね。いいですね。これで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

まず、反対討論はありませんか。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

議案第１４号平成３１年度長与町後期高齢者医療特別会計予算について反対の立場で

討論いたします。これまでも後期高齢者医療制度については予算決算等で苦言を呈して

まいりました。その中身は７５歳以上過ぎると別枠の保険料に強制的に加入させられて、

この保険制度は対象者が増える度に保険料の値上げも行われていくという批判をしてま

いったところであります。そうした状況の中で３１年度からは、これまで低所得者に対

する軽減措置という形で９割軽減、８.５割軽減が行われてました。しかしこれを撤廃

し、当然撤廃されると負担が増えるという形で指摘した状況がやはり行われております。

そもそもこの制度の矛盾がこうした状況を引き起こしているという状況であると考えま

す。そうした意味からやはりこの制度は、そもそも先の参議院で一度は廃止するという

提言をされた経緯もありながら、続けられているという状況は、さらにこうした負担増

が起きるという状況が考えられます。そういった意味から３１年度予算についても反対

の立場で討論いたします。 

○委員長（西岡克之委員） 

次に、賛成討論はありませんか。 



次に、反対討論はありませんか。 

次に、賛成討論はありませんか。 

討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから議案第１４号平成３１年度長与町後期高齢者医療特別会計予算の件の採決を

いたします。この採決は起立によって行います。 

本案は原案のとおり可決すべきものと決することに賛成の方は起立願います。 

（起立多数） 

起立多数。よって、本案は原案のとおり可決すべきものと決しました。 

以上。場内の時計で４０分まで休憩いたします。 

（休憩 １１時３０分～１１時４０分） 

○委員長（西岡克之委員） 

それでは休憩を閉じ、委員会を再開いたします。 

議案第１５号平成３１年度長与町介護保険特別会計予算の件を議題といたします。 

本案について提案理由の説明を求めます。 

辻田介護保険課長。 

○介護保険課長（辻田正行君） 

議案第１５号平成３１年度長与町介護保険特別会計当初予算について御説明させてい

ただきます。介護保険特別会計の予算額でございますが、保険事業勘定の歳入歳出それ

ぞれ３０億９,６２１万４,０００円で前年度比２億２,０５９万７,０００円、７.７％

の増となっております。平成３１年度の予算につきましては、長与町第７期介護保険事

業計画に基づき第１号被保険者数１万１,００９人、認定者数２,０４９人、認定率１８.

６％と推計し事業を算出しております。 

それでは、予算に関する説明書に基づき説明させていただきます。まず、保険事業勘

定の歳入予算でございますが、６、７ページをお願いいたします。１款１項１目第１号

被保険者保険料７億２,４３５万９,０００円、前年度比６,０６３万１,０００円は９.

１％の増となっております。７期計画の保険料につきましては、標準月額保険料を５,

４００円で算定しております。給付費や地域支援事業の事業費の２３％相当が保険料の

負担となっております。内訳は現年度分特別徴収保険料が６億４,７６７万３,０００円、

現年度分普通徴収保険料が７,４１８万６,０００円、滞納繰越分普通徴収保険料が２５

０万でございます。２款使用料及び手数料７万２,０００円は督促手数料になります。

３款国庫支出金１項国庫負担金１目介護給付費負担金５億２,４９８万３,０００円は、

前年度比４,１７１万３,０００円、８.６％の増で、給付費に対する国の法定負担分と

して施設分が１５％、居宅分が２０％となっております。２項国庫補助金１目調整交付

金８,８１７万３,０００円は法定負担率５％でございますが、県内の財政状況等で調整

されるということで補正係数により３１年度は３.１５％で計上しております。２目、

３目は、地域支援事業に係る国の法定分で、２目介護予防・日常生活支援総合事業分が



２５％、３目介護予防・日常生活支援総合事業以外の地域支援事業が３９％となってお

ります。２目の地域支援事業交付金、介護予防・日常生活総合事業の３,４８２万１,０

００円は前年度比１３０万７,０００円、３.９％の増、３目地域支援事業交付金、介護

予防・日常生活支援総合事業以外の地域支援事業の３,７３４万３,０００円は前年度比

１０３万９,０００円、２.９％の増となっております。なお、地域支援事業交付金の総

額は７,２１６万４,０００円で前年度比２３４万６,０００円、３.４％の増となってお

ります。続きまして、４款支払基金交付金は２号被保険者４０歳から６４歳までの方が

納めた社会保険料分に係る制度負担分でございます。１目介護給付費交付金７億５,５

７７万４,０００円は前年度比５,７９７万１,０００円、８.３％の増となっております。

交付率は給付費の２７％となっております。２目地域支援事業支援交付金３,７６０万

７,０００円は前年度比１４１万２,０００円、３.９％の増となっております。交付率

は介護予防・日常生活支援総合事業に係る給付の２７％になっております。８、９ペー

ジをお願いいたします。５款県支出金１項県負担金１目介護給付費負担金３億８,４７

４万４,０００円は前年度比２,８０６万６,０００円、７.９％増で、給付費に対する県

の法定負担分として施設分が１７.５％、居宅分が１２.５％になっております。２項県

補助金３,６０８万１,０００円は地域支援事業に係る分で前年度比１１７万２,０００

円、３.４％の増となっております。交付割合は１目介護予防・日常生活支援総合事業

が１２.５％、２目介護予防・日常生活支援総合事業以外の地域支援事業が１９.５％と

なっております。１目地域支援事業交付金、介護予防・日常生活支援総合事業の１,７

４１万円は前年度比６５万３,０００円、３.９％の増、２目地域支援事業交付金、介護

予防・日常生活支援総合事業以外の地域支援事業の１,８６７万１,０００円は前年度比

５１万９,０００円、２.９％の増となっております。続きまして、６款財産収入は存目

計上でございます。７款繰入金１項一般会計繰入金１目介護給付費繰入金３億２,９９

９万５,０００円は、町の負担割合ということで１２.５％の分で前年度比６９３万８,

０００円、２.１％の増となっております。２目地域支援事業繰入金、介護予防・日常

生活支援総合事業１,７４１万１,０００円は、町の法定負担割合分１２.５％分で、前

年度比６５万４,０００円、３.９％の増となっております。３目地域支援事業繰入金、

介護予防・日常生活支援総合事業以外の地域支援事業１,８６７万２,０００円は、町の

法定負担割合１９.５％で前年度比５２万円、２.９％の増となっております。地域支援

事業の総額で言うと３,６０８万３,０００円で前年度比１１７万４,０００円、３.４％

の増となっております。４目その他一般会計繰入金５,１３０万円は前年度比２００万、

３.８％の減となっており、歳出の総務管理費、徴収費、介護認定調査会費、趣旨普及

費、介護保険運営協議会費、公債費に充てるものでございます。５目低所得者保険料軽

減繰入金４９７万円は、低所得者保険料軽減に係る公費負担分で、１段階の基準額に対

する負担率０．５から０．４５へ軽減する０．０５分を国、県、町で負担するものでご

ざいます。交付対象者は１,５５３人で、負担割合が１人頭３,２００円というふうにな



っております。２項１目介護給付費準備基金繰入金については７期計画中で６,０００

万の繰り入れを行う予定ですが、３１年度は３,９９０万円を計上し、介護給付費等に

充当しております。なお、３１年度末での基金残高は１億２,９４５万円を見込んでお

ります。１０、１１ページをお願いいたします。８款繰越金１,０００万円は前年度繰

越金でございます。９款諸収入の１項延滞金、加算金及び過料、２項町預金利子、３項

雑入につきましては、それぞれ存目計上になっております。以上が歳入になります。 

○委員長（西岡克之委員） 

場内の皆様に申し上げます。午前中の説明として歳入で一旦説明を切って、午後から

歳出の説明を受けたいと思います。ここで一旦休憩をいたします。 

１３時から、もう一度説明を受けます。以上。 

（休憩 １１時５１分～１３時００分） 

○委員長（西岡克之委員） 

それでは休憩を閉じ、委員会を再開いたします。 

先程歳入の説明をいただきました。ただいまより歳出についての説明をいただきます。 

課長。 

○介護保険課長（辻田正行君） 

それでは引き続き、保険事業勘定の歳出を御説明させていただきます。１４、１５ペ

ージをお願いいたします。１款総務費１項総務管理費１目一般管理費１,２０７万８,０

００円は前年度比１６２万９,０００円、１１.９％の減となっております。減額の主な

要因といたしましては、介護保険システムのクライアント機器の再リースによるものに

なります。２目連合会負担金３０万８,０００円は国保連合会に対する事務負担金にな

ります。２項徴収費３６９万５,０００円は前年度比３万４,０００円、０.９％の増と

なっております。１節報酬では徴収嘱託員１名分の報酬を計上しているほか、賦課徴収

に係る経費をここでは計上いたしております。１６、１７ページをお願いいたします。

３項介護認定審査会費１目介護認定審査会費１,３２０万４,０００円は、審査会委員３

０名の１２回分の報酬と介護保険専門員２名分の報酬並びに認定審査会運営経費を計上

しております。１６ページから１９ページにかかりますが、２目認定調査費２,１０４

万９,０００円は認定調査に係る介護認定調査員３名分と認定調査７８０件分の報酬の

ほか、医師の意見書作成手数料等認定調査に係る経費を計上いたしております。１８、

１９ページをお願いいたします。４項趣旨普及費３０万４,０００円は６５歳になられ

た方などに介護保険制度の周知のためのパンフレットの印刷代を計上いたしております。

５項介護保険運営協議会費３６万２,０００円は３回分の開催経費を計上いたしており

ます。なお、議案の債務負担行為にもありますように３１年度から第８期介護保険事業

計画の策定に着手する予定で３１年度はアンケート調査などの協議を進めてまいります。 

１８ページから２１ページに掛かります２款保険給付費１項介護サービス等諸費２７

億９,９１６万３,０００円は前年度比２億１,４７０万５,０００円、８.３％の増とな



っております。ここでは要支援、要介護の認定を受けた方が利用した介護サービス、介

護予防サービス費の支払い分と国保連への審査手数料を計上いたしております。内訳と

いたしまして、介護サービスに係る給付費分が２６億４,０９５万１,０００円、前年度

比１億９,３３４万７,０００円で７.９％の増、介護予防サービスに係る給付費分が１

億５,５４６万１,０００円で前年度比２,１３３万１,０００円、１５.９％の増となっ

ております。また、審査支払手数料の２７５万１,０００円は前年度より２万７,０００

円の増となっております。 

２０ページから２７ページにかかります３款地域支援事業費は国が示した限度額で事

業を計上いたしております。３１年度は前年度より７８９万２,０００円、３.５％増の

２億３,５０３万９,０００円となっております。２０、２１ページの１項介護予防・生

活支援サービス事業費１億１,９８５万３,０００円は、総合事業対象者に係る訪問介護、

通所介護、デイサービス分に係る費用で前年度より３７７万８,０００円、３.３％の増

となっております。１目介護予防・生活支援サービス費１億６９５万３,０００円は前

年度比３２６万２,０００円、３.１％の増。２目介護予防ケアマネジメント事業費は１,

２９０万で前年度比５１万６,０００円、４.２％の増となっております。２項１目一般

介護予防事業費１,９４３万４,０００円は前年度より１４５万１,０００円、８.１％の

増となっております。ここではお元気クラブ、めだか８５、いきいきサロン、介護予防

サポーターポイント制度や脳トレ教室を実施するための経費として、８節報償費は、お

元気クラブの開催に伴う医師等謝礼、１３節委託料は、めだか８５、脳トレ教室、介護

予防サポーターポイント制度に係る社協への委託、１９節につきましては、いきいきサ

ロン、介護予防サポーターポイント制度に係る補助金になっております。２２、２３ペ

ージをお願いいたします。３項包括的支援事業・任意事業費１目地域包括支援センター

運営費１,９４７万１,０００円は前年度より２０４万３,０００円、９.５％の減となっ

ております。ここでは地域包括支援センターに係る専門職、保健師と社会福祉士が配置

されておりますけども、その分に係る人件費や地域包括支援センター運営協議会の委員

の報酬等を計上いたしております。２２から２５ページにわたりますが、２目総合相談

事業費１,９３０万６,０００円は前年度比２８万５,０００円、１．５％の減で、介護

保険課窓口で対応している介護相談員と訪問指導を実施しております訪問看護師の報酬

や医師等の謝礼、それと軽自動車リース等相談事業に係る経費を計上いたしております。

２４、２５ページをお願いいたします。３目権利擁護事業５３６万２,０００円は、前

年度より２５３万７,０００円の増で、主に高齢者の方の権利擁護のための成年後見人

制度の周知を図るためのパンフレット作成や高齢者虐待ケース会議の開催に伴う弁護士

等の謝礼を新たに計上するほか、介護サービス事業所向けの虐待に係るパンフレット等

の作成に伴う経費を増額いたしております。４款包括的・継続的ケアマネジメント支援

事業費１,４１９万６,０００円は、前年度より２１９万６,０００円の増で、主任介護

支援専門員の報酬のほか、資質向上のための研修等に係る経費を計上いたしております。



また、増の要因といたしましては、居宅事業所向けの啓発用パンフレット作成を今回計

画しております。２６、２７ページをお願いいたします。５目在宅医療・介護連携推進

事業費５６０万６,０００円は前年度より７８万７,０００円の増で、長与町在宅医療連

携推進協議会の運営に係る経費のほか、地域の在宅医療介護連携を支援する相談窓口の

設置に係る経費を計上いたしております。次に、２６ページから２９ページにわたりま

すが、６目生活支援体制整備事業費は前年度と同額の８００万円で、ここでは支えあい

「ながよ」推進協議体の運営に係る経費のほか、地域支援コーディネーターの配置に係

る分や高齢者の社会参画や生活支援の充実を推進するための経費となっております。３

１年度も引き続き地域の支え合いのための住民周知や研修会を開催し、地域の課題等の

協議を行ってまいります。２８、２９ページをお願いいたします。７目認知症総合支援

事業費１,６２８万１,０００円は前年度より７８万７,０００円の減で、認知症地域支

援推進の配置に係る分や認知症初期集中支援チームの設置に係る業務委託料等を計上い

たしております。３１年度も引き続き、認知症初期集中支援チームによる支援と相談体

制の充実を図るため、認知症カフェ事業の実施、認知症施策に係るパンフレットの作成

を行う予定です。続きまして、８目地域ケア会議推進事業費は前年度と同額の１２７万

２,０００円を計上いたしております。３１年度も引き続き自立支援型地域ケア会議の

開催のほか、困難事例対応型の地域会議を速やかに開催し、医療、介護に係る専門職等

による住民への必要な支援を行ってまいります。２８ページから３１ページにわたりま

すが、９目任意事業費６２５万８,０００円は前年度より２５万８,０００円の増で計上

いたしております。内訳といたしましては、ケアプラン点検等給付適正化に伴う経費。

成年後見制度に係る経費。介護支援、家族介護支援事業として介護者リフレッシュの集

いや介護学習会の開催。地域支援自立事業といたしまして配食サービス等を事業所に委

託し実施しております。２０節扶助費では在宅介護見舞金、家族介護用品支給を計上い

たしております。３０、３１ページをお願いいたします。４款基金積立金は存目計上で

ございます。５款公債費３０万円は一時借入金に対する利子分を計上いたしております。

それから３０ページから３３ページにわたりますが、６款諸支出金１項償還金及び還付

加算金は、１目第１号被保険者保険料還付金として７０万円を、２目償還金は存目計上、

３目還付加算金は１万円を計上しております。７款予備費につきましては１,０００万

円を計上いたしております。保険事業勘定につきましては以上でございます。 

次に引き続き、介護サービス事業勘定について説明いたします。この勘定は地域包括

支援センターが行っている事業、要支援１、２の方のケアプラン作成及び総合事業対象

者の方の介護予防ケアマネジメント作成に係る収入と人件費等の経費分になります。 

それでは歳入から御説明させていただきます。４０、４１ページをお願いいたします。

１款サービス収入１項介護予防給付費収入１目介護予防サービス計画費収入２,９９２

万８,０００円は、前年度比３０９万６,０００円、１１.５％の増となっております。

内容につきましては、ケアプラン作成及び総合事業対象者の方の介護予防ケアマネジメ



ント作成に係る収入分となっております。２款繰越金、３款諸収入につきましては存目

計上になっております。 

続きまして４４、４５ページをお願いいたします。歳出でございますが、１款１項１

目指定介護予防支援事業費は２,６４２万１,０００円、前年度比２００万円、８.２％

の増となっております。１節報酬は、包括支援センター専門員、ケアマネージャー等に

係る分で、前年度より１００万３,０００円増の１,７０５万７,０００円で計上いたし

ております。増の要因といたしましては、３０年度は８名分を計上いたしておりました

が、事務量の増により１名の増員を予定しております。４節共済費は包括支援センター

専門員の社会保険料になります。９節、１９節の旅費、負担金につきましては包括支援

センター専門員に係る研修旅費と参加者負担金、それとサービス利用者に対する担当者

会議等の費用弁償になっております。１３節委託料のうちケアプラン作成委託料は、ケ

アプラン作成を外部へ委託するための経費として計上いたしております。それから先程

１名増と言っておりますが、それに伴って地域包括支援システムのクライアント追加に

係る経費を追加して計上いたしております。次に１款２項介護予防・日常生活支援総合

事業費１目介護予防ケアマネジメント事業費の３５０万９,０００円は前年度比１０９

万６,０００円、４５.４％の増となっております。ここにつきましては総合事業に伴う

経費ということで、１３節委託料は介護予防ケアマネジメント作成を外部へ委託するた

めの経費となっております。４６ページからは給与費明細書となっております。 

以上が、平成３１年度介護保険特別会計の歳入歳出予算でございます。 

続きまして、主要な施策に関する説明書ということで御説明させていただきます。１

ページは歳入歳出予算の状況といたしまして、構成比及び前年度増減率を記載しており

ます。２、３ページをお願いいたします。２款保険給付費や３款地域支援事業につきま

して主要な施策ということで、こちらの方を掲載しております。５ページをお願いいた

します。５ページは給与費明細に係る特別職・非常勤職員報酬一覧を。６、７ページに

ついては補助金・負担金一覧。８ページにつきましては基金の状況を掲載しております。

引き続き９ページからはサービス勘定に係る部分の説明事項を掲載しております。１０、

１１ページにつきましては主要な施策ということで、１２ページにつきましては給与費

明細書に係る特別職・非常勤職員報酬一覧。１３ページにつきましては補助金・負担金

一覧。１４ページにつきましては長期継続契約予定一覧をそれぞれ記載しております。 

以上で特別会計の説明を終わります。御審議のほどよろしくお願いいたします。 

○委員長（西岡克之委員） 

丁寧な説明ありがとうございます。これから質疑を行います。質疑のある方は挙手を

してお知らせください。まず初めに予算の歳入の部分からいきたいと思います。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

それでは歳入の介護保険料のところでお伺いします。基準額が５,４００円というふ



うな説明をされました。今８段階でしたかね、それぞれ段階数に人数が分かれば教えて

いただきたいというふうに思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

島係長。 

○係長（島典明君） 

現在、介護保険料が９段階になっておりまして、第１段階が１,５０３人、第２段階

が５８２人、第３段階が５６７人、第４段階が１,７９８人、第５段階が１,３５０人、

第６段階が１,４１１人、第７段階が１,６９０人、第８段階が７３１人、第９段階が７

９９人になっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

ここでお聞きしていいかどうかですけども、所得に応じて利用料の負担が変わってま

すよね。２割負担、３割負担、対象になる人数がどれくらいなのか。分かれば教えてい

ただきたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○介護保険課長（辻田正行君） 

１２月末現在の数値で２割対象者が１４６人、３割負担の対象者が７８人になります。 

○委員長（西岡克之委員） 

ないようでしたら歳出の方に行きたいと思います。歳出の方で質疑のある方どうぞ。 

饗庭委員。 

○委員（饗庭敦子委員） 

２７ページで、地域包括ケアコーディネーターが２つと生活支援コーディネーター、

もう１つどこかに地域包括ケアコーディネーターがあったと思うんですね。４か所ある

かと思うんですけれども、このコーディネーターというのはどういう方を予定しておら

れるのか教えてください。 

○委員長（西岡克之委員） 

中村参事。 

○参事（中村宰子君） 

それぞれが専門の方なんですが、６目生活支援体制整備の方の地域包括ケアコーディ

ネーターは看護師の免許を持たれた方です。５目在宅医療介護連携推進事業費の地域包

括ケアコーディネーターは社会福祉士の免許を持っておられる方で、在宅医療の相談窓

口の相談員として雇い入れをするようになっております。そして７目認知症総合支援事

業の地域包括ケアコーディネーターの方も看護師の免許を持たれた方で、主に認知症初

期集中支援チームや認知症カフェなどの事業に携わっていただく予定となっております。



委託料の生活支援コーディネーターは社会福祉協議会の方に生活支援コーディネーター

業務自体を委託しておりますので、社会福祉協議会の方で支援コーディネーターを選任

していただいております。１月から委託契約をしておりますので、もう既に来ていただ

いている状況です。 

○委員長（西岡克之委員） 

饗庭委員。 

○委員（饗庭敦子委員） 

このコーディネーターの報酬で、今言われた社会福祉協議会に委託してるところだけ

ちょっと金額が違うかと思うんですけれども、その理由を教えてください。 

○委員長（西岡克之委員） 

中村参事。 

○参事（中村宰子君） 

社会福祉協議会に委託している分につきましては、生活支援コーディネーターの報酬

だけではなく、生活支援コーディネーターの旅費やそれからいろんな諸々の活動に必要

な消耗品であったりとか、あと携帯電話の借上料とか、パソコンのリース料とか、そう

いった活動に関するもの全てが入っておりますので、この金額となっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

饗庭委員。 

○委員（饗庭敦子委員） 

そうしますとケアコーディネーターとしては、社会福祉協議会で雇い入れる場合も同

じというふうに理解していいのかお伺いします。 

○委員長（西岡克之委員） 

中村参事。 

○参事（中村宰子君） 

この委託料の算出に関しましては、長与町で雇い上げをしている生活支援コーディネ

ーターの報酬を参考にしてお願いしております。ただ、長与町役場にコーディネーター

がいて、どうして社協にっていうことなんですが、社協の方がやはり今までの支え合い

活動、サロンの立ち上げから積み上げてきた今までの経歴もありますので、そういった

役場の方でちょっと弱い部分と言いますか、生活支援のそういった社会福祉協議会の強

みを生かして支え合いの事業を充実していきたいという思いで委託をしております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

少し関連と言いますか、人員のことが出たんで、ちょっと飛んで申しわけないんです

けども、４６ページの給料明細書の特別職のところで本年度１６６人、前年度が１４８

人、１８人増員してるわけですよね。主要な施策の説明書で５ページで特別職・非常勤



報酬一覧が出てるんですけども、１８人増えたところがどういう項目が増えたのか、ど

こで１８人の増があったのか、そこをまず教えていただきたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○介護保険課長（辻田正行君） 

給与費明細の１８人増の要因ですけれども、３款３項４目主任介護支援専門員を３０

年につきましては３名体制で行う予定でしたけれども、３１年につきましては２名とい

うことで１名減になっております。それと３款３項２目の訪問看護師、こちらが４人体

制で３０年は行ってたんですけれども、３１年は３人ということで１名減になっており

ます。この要因としては募集をしてるんですけども、なかなか見つからないっていうこ

とで、こちらの方は補充ができないということで１名減にしております。それから増の

要因ですけれども、３款３項６目の地域支えあい「ながよ」推進協議体というのを今年

の２月２０日に新規に立ち上げまして、この分が新たに３１年度から２０名ということ

で計上しておりますので、相殺すると１８名の増となっております。以上です。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

そこで様々な事業をする中で各種、例えば５ページの主要な施策の説明で質問します

と、５項１目介護保険運営協議会委員がいますよね。その下、３項１目地域包括支援セ

ンター運営費の中で運営協議会委員が１５名、５目では在宅介護連携推進協議会委員が

２０名、先程の支えあいながよ推進協議会委員、その下の認知症初期支援対策委員会、

また８目ではケア会議委員ということで相当数の数がいるんですけども、これはそれぞ

れもう委員はみんなばらばらなんですか。一緒の人が各委員会に入ってるという状況も

あるんでしょうか。そこはどうでしょうか。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○介護保険課長（辻田正行君） 

運営協議会につきましては、それぞれ医師会、看護師会とか、そういった部分に推薦

をお願いいたしまして、そこから上がってきた人が委員というふうにお願いしてるんで

すけども、現状といたしましては、重複者は何人かいるっていうのが現状になります。 

○委員長（西岡克之委員） 

安藤委員。 

○委員（安藤克彦委員） 

２０、２１ページの３款２項１目１９節地域住民グループ支援事業補助金について、

今年度の概要等を説明いただきますでしょうか。 

○委員長（西岡克之委員） 



中村参事。 

○参事（中村宰子君） 

３０年度現在で地域サロンは町内に１９か所あります。３１年度は２か所増えまして

２１か所という予定となっております。そのほかに検討中のグループからもちょっと声

が上がっている状況です。３０年度に大幅に補助金の方を見直しをいたしましたので、

一律に１０万円っていうものが活動の人数や回数に応じてというふうになっております。

それで活動状況はそれぞれで、規模も小さい所から大人数の所まであるんですが、今ま

で横の繋がりがありませんでしたので、お互いにやっていることが分からないという声

もあります。そして３０年度にサロン周りをいたしまして、生活支援コーディネーター

が中心となり１９か所のサロン全てを回って現状をお聞きしました。それで大きく上が

っているのがやはり後継者不足。早い所でもう立ち上がりから１０数年経っております

が、やはり立ち上がりから現在まで同じメンバーが１０年経つと１０歳年を取ったとい

う状況で、いろいろ後継者不足であったり内容もこれまで活動が活発だったのが、少し

なかなか動きがとれなかったりとか、いろんな現状があっているようです。ですから、

また、ほかのこれからの支え合い事業であったり、サポーターポイントであったり、い

ろんな事業との絡みを持たせながら、この事業も進めていかないといけないというふう

に思っております。 

○委員長（西岡克之委員） 

安藤委員。 

○委員（安藤克彦委員） 

今、事業の概要等説明いただいたんですが、ちょっと予算と直接関係あるかどうか分

からないですけど老人クラブ連合会、担当が違うと思うんですけれども、との兼ね合い

ですね。関わりって言うか、老人クラブ連合会、御存知のとおり組織率が低下してきて

いる。サロンが上がってきているというか、サロンの上昇とともに老人クラブ連合会の

加入率に影響を及ぼしているんじゃないかという意見がありますが、連合会との連携と

か、そういった模索とか、あるいは検討していることとか、そういったのがあるんでし

ょうか。今、横の繋がりというお話がありましたので。 

○委員長（西岡克之委員） 

参事。 

○参事（中村宰子君） 

現在ある地域から上がっているのが、老人クラブの活動がやはり昔ながらの飲み会で

あったり、そういったことが中心なんだけど、もうちょっと内容を変えていきたいとい

う相談が上がっている地区があります。そういった場合、今までの老人クラブの活動に

プラスして午前に活動して午後をサロンということで、もう自治会とか、そういった縛

りを無くして近隣の自治会幾つか寄ってサロンという形で、連動した形で活動をしよう

という動きも見えております。そういったところを現在も単独での御相談なんですが、



そういった事例が成功しましたら、また広げていけるんじゃないかと思っております。 

○委員長（西岡克之委員） 

ほかに質疑のある方。歳出。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

私も２０、２１ページのところで、まず１つは、３款１項の介護予防生活支援サービ

ス事業ですね。事業給付がそれぞれ１９節にあるんですけども、質問としては、ここに

事業を行う対象をどれくらいと見てるのか、そういうのを想定されて事業の給付費を考

えられてるのか、それはもう併せて２つ目の３項、２項の一般予防事業も含めて、これ

もまた対象をどれくらいと見込んでこの事業費の計画を立てているのか、ここがそうい

う目標を持ってやられてるのかどうか、ちょっとお願いしたいと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

しばらく休憩します。 

（暫時休憩） 

○委員長（西岡克之委員） 

休憩を閉じ、委員会を再開いたします。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

再度質問させていただきます。２０ページ、２１ページの３款１項１目１９節にあり

ます負担金、補助及び交付金の介護予防生活支援サービス事業の給付費ですけども、こ

の予算の積み上げっていいますか、どういう事業を行うという形で積み上げられている

のか、そこを教えていただければと思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○介護保険課長（辻田正行君） 

こちらの方が３０年度の１２月末現在で、事業対象者の方が１６名いらっしゃいます。

この方が利用されている訪問型サービス、ヘルパーの利用と通所型サービスということ

でデイサービスの分の２項目にまたがります。訪問型サービスにつきましては、今のと

ころ１２月末で実人数が２２６人、デイサービスが３２５人の実人数がありまして、こ

ちらを３１年度の伸びを考慮しまして、それぞれをヘルパーの方が３,７００万、デイ

サービスの方が６,２００万ということで、それとそれ以外のサービスということで、

まだこちらの方は事業所と協議を行ってるんですけども、その分が約７００万あります。

想定としてはヘルパー利用とデイサービス利用が主になります。実件数でいきますと大

体２５０件で重複者もおりますので、月当たり２５０件で想定しております。 

○委員長（西岡克之委員） 

それでは、今再質に限って質疑をしておりましたが、歳入歳出残りの資料においても



構いませんので、質疑のある方質疑をしてください。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

３１年度の予算とは直接関係ないのかもしれませんけども、ケアプランの有料化が進

められてるっていう、ちょっといろいろ見たんですけども、実際そういう形で協議がな

されてるんですか。それはないですか。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○介護保険課長（辻田正行君） 

ケアプラン等の個人負担が今のところ無いんですけれども、それにつきましては、今、

国等で協議がなされておりまして、まだ結論が出てない状況になっております。 

○委員長（西岡克之委員） 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

これは歳出に係るところだと思うんですが、認知症事業これも非常に今後、重要にな

ってくるというんですか、もうやっぱり至るところでそういう声を聞く機会が多くなっ

てきたなというふうに思うんですよ。それで３１年度は、委託料としては初期集中支援

事業委託料をすると、認知症カフェも継続して行うということですけども、改めて今後

のそういう委員会等の会議の取組だと思うんですが、今年度に限って認知症の新たなこ

う、新たなって言ったらおかしいですけども、担当課が考えてる対策っていうのが、ど

ういうことを検討されてるのか、あれば教えていただきたいというふうに思います。 

○委員長（西岡克之委員） 

中村参事。 

○参事（中村宰子君） 

事業としては、認知症総合支援事業というふうになっておりますが、介護保険課、地

域包括支援センターの方には、日々認知症の方が見えられたりとか、相談っていうのも

日々来て職員で対応しているような状況です。３０年度につきましては、初期集中支援

チームということで、認知症が疑われる方が出て、その方がいろんな必要なサービスや

医療に繋がっていない場合、北病院とタッグを組んで受診や介護サービスに繋げるって

いうような制度を作りました。まだちょっと残念ながら稼働はしていない状況ですが、

そういった道筋を作ったところです。そして認知症カフェにつきましては、社会福祉協

議会に委託をしまして月に１回実施をしておりますが、やはりまだ中央で１か所という

ことですのでこれから広げたいという思いがあり、３１年度は定例ではありませんが、

持ち回りで町内を回って地域でカフェを開催したいというふうに思っております。それ

で１年間私も取り組んできた中で１番感じたことは、まだまだ認知症に関する普及啓発

が足りないということです。先日１０月の健康まつりの際には初めて介護保険課の方で



ブースを設けまして、認知症についてのクイズであったりとか、在宅医療に関する相談

や高齢者疑似体験などを行いました。その中で認知症の○×クイズを行ったんですが、

認知症は脳の病気である○か×かであったり、あと認知症の人はすぐ忘れてしまうから

悲しいとか、いろんな感情は無いっていうような項目を作ったんですが、多くの方が正

解することができませんでした。そういったことからも、まだまだ認知症に関する普及

啓発活動が足りないっていうことを感じております。また、初期集中支援チームを作っ

たけど稼働していないという、この稼働しない裏には実はたくさん候補者が上がりまし

た。ほんと１０名ほど上がりましたが、それがなぜ稼働しなかったかと言うと本人や家

族の同意が必要なんですが、その同意が得られないというのが現状でした。ですから、

そういった仕組みを作るのも大事ですが、普及啓発活動という地道なものではあります

が、そちらの方を様々な事業を使いながら実施していかなければならないというふうに

思っております。もちろんいろんな事業も進めてまいりたいと思います。以上です。 

○委員長（西岡克之委員） 

安部委員。 

○委員（安部都委員） 

関連してお聞きいたします。認知症初期集中支援なんですが、認知症と言ってもやは

り高齢者だけではなくって、今は若年性の認知症もかなり増えてきてるというとこで、

そこのところは視野に入れて対策をとってるのかということと、それから第８期介護保

険事業計画を策定っていうところで、今年度から第８期アンケート調査を実施している

ということですが、その辺りここに反映をされるのか、そこら辺をお聞かせください。 

○委員長（西岡克之委員） 

参事。 

○参事（中村宰子君） 

若年性認知症についての対策ですが、現在まだ長与町においては、うちの包括には若

年性認知症の相談というのは直接はあっておりません。しかし、確実に増えているとい

うことをお聞きしていますし、職員ですね、若年性認知症の研修会などが県などで行わ

れておりますので、積極的に参加して相談に備えたいというふうに思っております。そ

のほか若年性認知症は県の方でサポートセンター、電話などの２４時間の相談であった

りとか、あと本人の会というのもあるのを聞いておりますので、そちらへの紹介なども

考えております。 

○委員長（西岡克之委員） 

課長。 

○介護保険課長（辻田正行君） 

８期の計画についてですが、今現在、国において主要な協議事項というのが、２月か

ら会議が再開されております。今回アンケート調査を例年改定年で行っておりましたが、

国等の提案がされた分でのアンケートということになりますので、分かり次第アンケー



トを取りたいということですので、まだアンケート内容等については、これから協議と

いうことになります。年内に業者を決めて国の情報がはっきりし次第運営協議会の方で

内容を精査してアンケートを取っていきたいと考えております。 

○委員長（西岡克之委員） 

それでは、質疑はもうございませんか。なければこれで質疑を終わります。 

これから討論を行います。 

まず、反対討論はありませんか。 

河野委員。 

○委員（河野龍二委員） 

議案第１５号平成３１年度長与町介護保険特別会計予算について、反対の立場で討論

いたします。町民の方々から声があるのがやはり今の介護の実態と言いますか、なかな

か施設に預けられない、高齢者が高齢者を介護するという実態で、本当にこう厳しい状

況が聞かれるようになりました。そういう中で、質問もさせていただきましたけども、

７期については、保険料を据え置いたという状況がありましたけども、利用料の負担が

これから２割負担が原則になるというふうな状況が進められていますし、先程言われま

したように３割負担の方もいらっしゃいますということで、まさにその負担の割合で介

護を受けられるかどうかというところが、大きな私は問題かなというふうになっており

ます。そもそもこの介護保険が始まる前に、政府では消費税を上げて、消費税で来たる

べき高齢化社会に向けてというふうな、その財源を高齢化社会に向けてこうした介護も

やっていくというふうな僕はそういう期待感を持ったんですけども、残念ながら介護保

険が始まり保険料の負担や利用料の負担で本当に十分な介護が受けられないという実態

がやはり町民の皆さんの声を聞くと、そういうのを感じざるを得ません。ここは国民健

康保険のときも申しましたけども、なかなか自治体で解決できるという部分では非常に

厳しいところはあるというふうに思いますけども、今やはりこうした批判をしておかな

いと、国がどれだけ負担を減らすかという方向でしか今の介護保険が進められてない状

況が非常に危惧されますんで、こうした実態として必要な方が十分に受けられないとい

う実態があるということを、やっぱりこの国も理解してもらわないといけないというふ

うなことを思ってるんですけども、一方ではそうやって負担を増やすと、サービスを減

らすという状況が続けられてるという意味では、本予算に対しても賛成できないという

立場から反対の討論といたします。 

○委員長（西岡克之委員） 

次に、賛成討論ありませんか。 

討論なしと認めます。これで討論を終わります。 

これから議案第１５号平成３１年度長与町介護保険特別会計予算の件を採決いたしま

す。この採決は起立によって行います。 

本案は原案のとおり可決すべきものと決することに賛成の方は起立を願います。 



（起立多数） 

起立多数。よって、本案は原案のとおり可決すべきものと決しました。 

以上です。しばらく休憩します。 

○委員長（西岡克之委員） 

休憩を閉じ、委員会を再開いたします。 

本日の予定はこれで全部終了いたします。皆様御苦労さまでした。 

閉会します。 

（閉会 １４時００分） 


